事　務　執　行　概　要
企画・豊かな海づくり推進グループ

１　庶務事務について

課の一般庶務事項を掌るとともに、課内職員の諸給与、課の物品の購入管理事務、課業務の連絡調整等の事項を行い事務業務の適切な執行に努めた。

２　新・大阪府豊かな海づくりプランの推進事業について

（単位：千円）

	年 度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	0
	36
	36

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	36
	36

	３０
	予　算　額
	0
	0
	0
	36
	36

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	36
	36

	元
	予　算　額
	0
	0
	0
	36
	36

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	36
	36


大阪府農林水産業振興ビジョンで示された大阪府の水産業の目標を定めた行動計画である「新・大阪府豊かな海づくりプラン」の進捗状況の管理に努めた。

３　資源回復計画推進事業について

（単位：千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	860
	0
	860

	
	決　算　額
	0
	0
	394
	0
	394

	３０
	予　算　額
	0
	0
	860
	0
	860

	
	決　算　額
	0
	0
	380
	0
	380

	元
	予　算　額
	0
	0
	561
	0
	561

	
	決　算　額
	0
	0
	123
	0
	123


根拠法令等：海洋生物資源の保存及び管理に関する法律

（１）資源回復事業

資源の適正な管理と持続的利用を図る観点から緊急に資源の回復を図ることが必要な魚種について、漁獲努力量の削減を計画的、総合的に図るとともに、推進に必要な支援措置を講じた。

・対　　象　　魚　　種　：　さわら

・漁獲努力量削減措置　：　網目規制（目あい10.6㎝以上）、休漁期の設定(6/5～7/11)
（２）新漁業管理制度大阪府計画策定事業

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律に基づき、国が基本計画を、府が大阪府計画を毎年作成することとなっており、このため計画作成に係る事務、漁業管理のための調査、漁業者への指導等を行った。
４　漁場保全対策事業について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	5,049
	0
	0
	4,558
	9,607

	
	決　算　額
	4,846
	0
	0
	4,588
	9,434

	３０
	予　算　額
	5,049
	0
	0
	4,277
	9,326

	
	決　算　額
	4,909
	0
	0
	4,248
	9,157

	元
	予　算　額
	4,968
	0
	0
	4,527
	9,495

	
	決　算　額
	4,724
	0
	0
	3,813
	8,537


根拠法令等：水産資源保護法

沿岸漁場整備開発法
海岸漂着物処理推進法

（１）貝毒・調査研究事業

「有害プランクトン対策マニュアル（平成28年改定、大阪府）」に基づき、水産技術センター及び生物多様性センターにおいて貝毒を蓄積させるプランクトンの監視を行った。
また、貝毒発生監視体制の整備を図るため、マウスを用いた公定検査法による貝毒毒量の検査等、貝毒の発生監視調査を行った。

・貝毒プランクトン数の測定（平成31年１～４月に海域で14回、淀川で10回）

・貝毒マウス試験（平成31年２月～令和元年８月に32検体）
・イムノクロマト検査（平成31年４月～令和元年６月に20検体）

（２）魚類防疫、養殖生産安全対策事業

魚の健康診断、魚病被害調査等を実施して魚病のまん延防止、被害の軽減に努めた。

また、養殖衛生管理技術や事業者に対して巡回指導を行うとともに、水産用医薬品の残留検査を実施した。

・養殖衛生管理技術についての講習会　　４回

・巡回指導　　ため池養殖９事業者

・水産用医薬品残留検査　　20検体
（３）漁場環境美化推進事業

河川を通じて流れ込み、漁業操業の支障となっている海中浮遊ゴミ（ビニールゴミ等）を回収、除去し、漁場環境の改善を図るとともに漁業者等へ啓発を促した。

・漁場清掃委託
委　託　料　　5,349千円

委　託　先　　大阪府海域美化安全協会

事　業　量　　23kｍ２　(掃海面積)
・産業廃棄物処理委託
委託料　　764千円

委託先　　宮本環境処理センター
（４）負担金

（公財）漁場油濁被害救済基金

	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	9千円
	9千円
	9千円


（５）漁業権河川実態調査事業

漁業権免許をしている河川のうち、ダム建設工事や流域に採石場のある２河川において環境変化を把握するため調査を実施した。
事業費　　河川調査：340千円
５　栽培漁業推進事業について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	0
	360
	360

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	354
	354

	３０
	予　算　額
	0
	0
	0
	356
	356

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	198
	198

	元
	予　算　額
	0
	0
	0
	358
	358

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	350
	350


根拠法令等：水産基本法

栽培漁業の計画的かつ効率的な推進を図るため、栽培漁業推進協議会を開催し、次年度の種苗生産及び放流計画を策定した。

大阪府栽培漁業推進協議会の構成

　学識経験者　　２名

　漁業者代表　　４名

　市町村代表　　２名

　府　職　員　　１名

６　内水面漁業振興対策推進事業について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	0
	577
	577

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	566
	566

	３０
	予　算　額
	0
	0
	0
	577
	577

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	577
	577

	元
	予　算　額
	0
	0
	0
	662
	662

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	549
	549


根拠法令等：水産基本法

水産資源保護法

府民にとって「身近な魚とのふれあいの場」となっている河川漁業権漁場において、廃棄物を除去することにより、漁場環境を回復し、魚類等の生息域や資源の増大を図るとともに、水辺環境を保全した。

　　・委託先　　能勢町漁業協同組合、東能勢漁業協同組合、止々呂美漁業協同組合、安威川上流漁業協同組合、芥川漁業協同組合、尺代漁業協同組合
　　・委託料　　394千円
　　・内　　容　　クリーンアップ８か所実施

                  (安威川、下音羽川、芥川、岩谷川、山辺川、大路次川、余野川、水無瀬川)

７　大阪府海域美化安全協会への支援について

                                                                      （単位：千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	　0
	0
	        0
	2,000
	2,000

	
	決　算　額
	  0
	0
	0
	2,000
	2,000

	３０
	予　算　額
	　0
	0
	        0
	2,000
	2,000

	
	決　算　額
	  0
	0
	0
	2,000
	2,000

	元
	予　算　額
	　0
	0
	        0
	2,000
	2,000

	
	決　算　額
	  0
	0
	0
	2,000
	2,000


美しく安全な大阪府海域の実現を目的に設立された大阪府海域美化安全協会を支援するため、
会員として参画した。

８　漁港区域清掃事業について

（単位：千円）

	年度
	
	財源内訳
	合　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	1,369
	1,369

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,281
	1,281

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	1,369
	1,369

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,346
	1,346

	元
	予算額
	0
	0
	0
	1,382
	1,382

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,289
	1,289


根拠法令：海岸漂着物処理推進法
漁港漁場整備法

大阪湾に流入する多量の廃棄物が水産生物の生息環境を悪化させるばかりでなく、漁業操業の障害となっていることから、委託により漁港内に漂着したゴミ類の清掃作業を実施し良好な周辺環境の維持及び回復を図った。
・漁港区域清掃委託
　委託料　　1,062千円

　委託先　　大阪府海域美化安全協会

　実施場所　　12漁港
・産業廃棄物処理委託
　委託料　　227千円

　委託先　　宮本環境処理センター

９　大阪湾漁場環境整備事業について

（単位：千円）

	年度
	
	財源内訳
	合　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	59,915
	52,000
	0
	7,915
	119,830

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決算額
	44,950
	38,000
	0
	6,951
	89,901

	
	繰越額
	0
	0
	0
	0
	0

	３０
	予算額
	22,705
	18,000
	0
	4,705
	45,410

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決算額
	20,764
	18,000
	0
	6,001
	44,765

	
	繰越額
	0
	0
	0
	0
	0


	元
	予算額
	42,670
	36,000
	0
	6,670
	85,340

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決算額
	39,222
	33,000
	0
	6,225
	78,447 

	
	繰越額
	0
	0
	0
	0
	0


根拠法令等：漁港漁場整備法

・魚介類の産卵場、稚魚の育成場所に加え、環境改善効果のある攪拌機能を備えた攪拌ブロック礁の造成事業を実施した。

・令和元年度実績

攪拌ブロック礁の製作・沈設（工事）　　　　　　74,084千円（製作・設置：３３基）

大阪府藻場ビジョン策定に向けた藻場実態調査     4,363千円

指導・調整グループ
１　水産業協同組合の常例検査、組合指導について
漁業者及び水産加工業者の協同組織である水産業協同組合の運営の適正・合理化を図るため、常例検査・運営指導を行った。
（単位：千円）
	年　度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	0
	262
	262

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	258
	258

	３０
	予　算　額
	0
	0
	0
	282
	282

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	236
	236

	元
	予　算　額
	0
	0
	0
	257
	257

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	197
	197


根拠法令等：水産業協同組合法
（府内水産業協同組合の状況）
	沿海漁業協同組合
	２３組合
	漁業協同組合連合会
	２組合

	内水面漁業協同組合
	　６組合
	業種別漁業協同組合
	１組合

	水産加工業協同組合
	　２組合
	漁業生産組合
	１組合


（１）常例検査
【平成３１年度検査実施状況】
	種　　　　　類
	検査実施組合数
	対象組合名

	沿海漁業協同組合
	２１組合
	大阪市漁業協同組合ほか20漁協

	 内水面漁業協同組合
	　３組合
	安威川上流、芥川、尺代

	水産加工業協同組合
	　２組合
	大阪水産加工、大蒲水産加工

	漁業協同組合連合会
	１組合
	堺市漁業協同組合連合会

	業種別漁業協同組合
	１組合
	大阪府鰮巾着網漁業協同組合


※止々呂美漁業協同組合は箕面市に権限移譲（27.4.1）
※北中通漁協・泉佐野漁協は泉佐野市に権限移譲（31.4.1）
※非出資組合（内水面２）・漁業生産組合（１）は常例検査対象外
※大阪府漁業協同組合連合会の常例検査は農林水産省が検査する
（２）組合指導
【令和元年度指導内容】
○組合の総会・理事会に関する指導
○組合の役員改選に関する指導
○組合の事業運営に関する指導
○組合の会計に関する指導
○組合定款変更等定款に関する指導　　　等
２　地域水産業・漁村の活性化について
○　浜を中心とした地域活力の再生に資するため、漁協と市町等で組織する地域水産業再生委員会が将来目標を設定し、目標達成のために取り組むべき方策を内容とする｢浜の活力再生プラン｣を策定しているが、同プランの修正について支援した。

・地域水産業再生委員会の設立：２１委員会
・広域水産業再生委員会の設立：　２委員会
・浜の活力再生プランの策定：２４プラン（うち平成３０年度修正等９プラン）

・浜の活力再生広域プランの策定：２プラン
３　漁協合併の促進について

沿海地区漁協等の合併促進にあたり、その主体又は中心となる沿海地区漁協等で組織する大阪府漁連の経営基盤強化及び経営効率向上を図るため、定期及び随時に助言及び指導を行った。
４　漁業調停について
（単位：千円）
	年　度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	4,226
	△2,160
	2,066

	
	決　算　額
	0
	0
	4,090
	△2,878
	1,212

	３０
	予　算　額
	0
	0
	4,196
	△2,349
	1,847

	
	決　算　額
	0
	0
	4,108
	△2,320
	1,788

	元
	予　算　額
	0
	0
	4,886
	△2,580
	2,306

	
	決　算　額
	0
	0
	4,887
	△2,786
	2,101


根拠法令等：漁業法
水産資源保護法
大阪府漁業調整規則
遊漁船業の適正化に関する法律
（１）府内沿岸漁業は、大阪湾を漁場として兵庫県と相互に入会を行いながら中型まき網漁業、小型機船底びき網漁業、瀬戸内海機船船びき網漁業等多岐にわたる漁業が営まれているが、漁船性能の向上、漁具・漁法の改良進歩に伴い、操業範囲が拡大し、漁場利用関係が複雑化する傾向にある。
このため、漁業秩序の維持と漁業操業が円滑に行われ、漁業資源が有効に利用されるよう調整と指導に努めた。
（２）漁業許可等申請手数料
	年　度
	件　数
	金　額

	２９
	1,365
	4,090,100円

	３０
	1,232
	4,108,900円

	元
	1,617
	4,887,400円

	項　　目
	１件当たり手数料
	年度
	件　
	金　　額

	漁業権免許
	3,700円
	２９
	0
	0円

	
	
	３０
	82
	303,400円

	
	
	元
	0
	0円

	漁業許可
	2,900円
	２９
	873
	2,531,700円

	
	
	３０
	639
	1,853,100円

	
	
	元
	1,156
	3,352,400円

	許可内容変更
	2,400円
	２９
	9
	21,600円

	
	
	３０
	4
	9,600円

	
	
	元
	5
	12,000円

	特別採捕許可
（しらすうなぎ）
	2,000円
	２９
	450
	900,000円

	
	
	３０
	445
	890,000円

	
	
	元
	417
	834,000円

	特別採捕許可
（しらすうなぎ以外）
	3,100円
	２９
	8
	24,800円

	
	
	３０
	8
	24,800円

	
	
	元
	10
	31,000円

	漁場図
謄本交付
	520円
	２９
	0
	0円

	
	
	３０
	0
	0円

	
	
	元
	0
	0円

	遊漁船業登録
	28,000円
	２９
	17
	476,000円

	
	
	３０
	10
	280,000円

	
	
	元
	15
	420,000円

	遊漁船業更新
登録
	17,000円
	２９
	8
	136,000円

	
	
	３０
	44
	748,000円

	
	
	元
	14
	238,000円

	遊漁船業者登録
原簿謄本交付
	550円
	２８
	0
	0円

	
	
	２９
	0
	0円

	
	
	元
	0
	0円


（３）遊漁船業の登録について
「遊漁船業の適正化に関する法律」が改正（平成15年4月1日施行）され、届出から登録に制度が変更された。遊漁船業を営むためには、遊漁船業を営む営業所ごとに、その所在地を管轄する都道府県知事の登録（５年更新）を受ける必要がある。同法に基づき、遊漁船業の登録が円滑に行えるよう法改正の周知を図るとともに、登録業務を実施した。
遊漁船業者登録状況　　令和2年3月31日現在　　143事業者（156隻）
５　漁船登録について
（単位：千円）
	年　度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	1,076
	△632
	444

	
	決　算　額
	0
	0
	941
	△602
	339

	３０
	予　算　額
	0
	0
	2,515
	△1,747
	768

	
	決　算　額
	0
	0
	1,746
	△1,105
	641

	元
	予　算　額
	0
	0
	2,207
	△1,430
	777

	
	決　算　額
	0
	0
	2,023
	△1,316
	707


根拠法令等：漁船法、小型漁船の総トン数の測度に関する政令
（１）適正な漁船建造が行われるよう指導と検査を実施し、登録事務の円滑化と漁船実態の把握に努めた。
	年　度
	件　　　数
	金　　　額

	２９
	175
	817,000円

	３０
	430
	1,675,520円

	元
	472
	1,899,260円


	項　　目
	１件当たり手数料
	年度
	件　　数
	金　　　額

	漁船登録
	6,900円
	２９
	76
	524,400円

	
	
	３０
	74
	510,600円

	
	
	元
	83
	572,700円

	変更登録
	3,400円
	２９
	52
	176,800円

	
	
	３０
	57
	193,800円

	
	
	元
	70
	238,000円

	登録票再交付
	2,400円
	２９
	5
	12,000円

	
	
	３０
	14
	33,600円

	
	
	元
	13
	31,200円

	検認
	3,600円
	２９
	27
	97,200円

	
	
	３０
	257
	925,200円

	
	
	元
	292
	1,051,200円

	謄本交付
	440円
	２９
	15
	6,600円

	
	
	３０
	28
	12,320円

	
	
	元
	14
	6,160円


（２）総トン数20トン未満の漁船のトン数測度を実施した。
	年　度
	件　数
	金　額

	２９
	8
	124,000円

	３０
	5
	70,000円

	元
	8
	124,000円


	項　目
	１件当たり手数料
	年度
	件　数
	金　額

	測度（５トン以上の漁船）
	37,000円
	２９
	0
	0円

	
	
	３０
	0
	0円

	
	
	元
	0
	0円

	測度(上甲板上)
	26,000円
	２９
	1
	26,000円

	
	
	３０
	0
	0円

	
	
	元
	1
	26,000円

	測度（５～３トンまでの漁船）
	19,000円
	２９
	0
	0円

	
	
	３０
	0
	0円

	
	
	元
	0
	0円

	測度（３トン未満の漁船）
	14,000円
	２９
	7
	98,000円

	
	
	３０
	5
	70,000円

	
	
	元
	７
	98,000円


６　空港周辺海域管理事業について
（単位：千円）
	年　度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	0
	7,355
	7,355

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	7,355
	7,355

	３０
	予　算　額
	0
	0
	0
	11,133
	11,133

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	11,116
	11,116

	元
	予　算　額
	0
	0
	0
	7,644
	7,644

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	7,518
	7,518


根拠法令等：漁業法
水産資源保護法
大阪府漁業調整規則
空港周辺海域において、平成6年5月1日（１期）及び平成19年4月1日（２期）に設定した水産動植物の採捕禁止区域を標示する灯標の維持管理並びに、休日における普及啓発事業を行った。
（１）採捕禁止区域標示灯標維持管理委託
・委託先　　株式会社　緑星社　神戸営業所
・委託額　　5,197千円
793千円（維持補修分）

・委託期間　　平成31年4月17日～令和2年3月31日
（２）関西空港周辺水産動植物採捕禁止区域普及啓発事業委託
・委託先　　特定非営利活動法人　大阪府海域美化安全協会
・委託額　　1,528千円
・委託期間　　平成31年4月18日～令和元年9月25日
７　多元的な資源管理型漁業の推進事業について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	0
	202
	202

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	178
	178

	３０
	予　算　額
	0
	0
	0
	178
	178

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	178
	178

	元
	予　算　額
	0
	0
	0
	178
	178

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	178
	178


根拠法令等：海洋水産資源開発促進法 

資源水準に見合った合理的な漁業管理を行うことによって、資源の回復・増大及び経済的に有効な利用を図ることを目的とし、資源状況、漁獲状況、生産特性の把握に必要な調査等を行うとともに、漁業者の資源管理に対する意識の醸成、資源の適正な利用に向けての指導調整を行った。

（１） 資源管理型漁業の効率的な推進を図るため、大阪府資源管理型漁業推進協議会を開催した。

大阪府資源管理型漁業推進協議会の構成

漁業者代表　　　８名

系統団体　　　　２名

学識経験者　　　２名

（２） 漁業者検討会

策定済みの「資源管理計画」について漁業者による効果的な実践推進のための検討を行った。

漁港整備グループ
１　漁港管理事業について
(単位：千円)

	年度
	
	財 源 内 訳
	合 計

	
	
	国 庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	70,317
	△17,245
	53,072

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	51,449
	△12,737
	38,712

	
	決算額
	0
	0
	17,644
	△4,368
	13,276

	３０
	予算額
	0
	0
	70,321
	△17,249
	53,072

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	49,067
	△2,924
	46,143

	
	決算額
	0
	0
	19,373
	△1,155
	18,218

	元
	予算額
	0
	0
	75,377
	△17,719
	57,658

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	48,408
	△6,554
	41,854

	
	決算額
	0
	0
	21,952
	△2,930
	19,022


※漁港・漁業取締グループ分の漁港管理事業費を含む。
根拠法令等：大阪府漁港管理条例
　　　　　　大阪府漁港管理規則
（１）漁港の維持管理について
漁港機能を向上させ、利用の円滑化を図るため、漁港内の清掃、浚渫等の漁港の維持管理を行った。また、各種団体の会員となり、全国の漁港管理者等との情報交換を図った。
（単位：千円）
	負担先
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	大阪府漁港漁場協会
	282
	293
	290

	漁港漁場関係積算施工技術協議会
	240
	247
	233


　なお、工事に要する事業費等を港湾局へ配当して実施した。（以下他部局配当分）
· 工事請負費  9,416千円
· 泉州海岸　海岸維持工事、高石漁港　浚渫工事等
· 維持需用費  18,023千円
· 漁港照明施設電気代  10,800千円
· 漁港照明施設修繕等   7,223千円
（２）漁港施設の利用状況（有償分）
(単位：円)

	
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度

	
	件数
	収入額
	件数
	収入額
	件数
	収入額

	施設占用許可
	新規
	4
	104,760
	16
	1,639,530
	61
	26,000,430

	
	継続
	47
	25,009,090
	47
	24,559,660
	6
	1,501,490

	計
	
	51
	25,113,850
	63
	26,199,190
	67
	27,501,920


(３) 府有地（田尻漁港）の不法占拠について
平成３０年１２月２５日付けで和解が成立した、府有地（田尻漁港）の不法占拠については、令和２年２月２８日に建物の収去を確認した。
ただし、和解条項に定めた収去期限の令和元年７月３１日までに行わなかったため、令和２年３月９日付けで賃料相当損害金696,551円をなんたけ株式会社あて請求した。
３　佐野漁港施設整備事業について
（単位：千円）
	年度
	
	財 源 内 訳
	合 計

	
	
	国 庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	8,221
	8,221

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	7,071
	7,071

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,150
	1,150

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	3,100
	3,100

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,884
	2,884

	元
	予算額
	0
	0
	0
	35,568
	35,568

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	25,662
	25,662

	
	決算額
	0
	0
	0
	9,906
	9,906


根拠法令等：漁港漁場整備法
　佐野漁港の拡充整備と併せて企業用地を造成し、食品の保護・加工・流通の基礎とするため、昭和38年度から事業を実施しているもので、本年度は、コンビナート地区の氷場桟橋の補修等を行った。
（1） 施設補修
老巧化が進んでいる氷場桟橋の補修等を行った。
・氷場桟橋補修等工事　　　2,387千円
４　漁港建設事業について（総括）
（単位：千円）
	年度
	
	財 源 内 訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	199,629
	583,000
	5,587
	40,795
	829,011

	
	うち予算執行機関配当額
	180,886
	452,000
	5,587
	27,060
	665,533

	
	決算額
	11,416
	0
	0
	11,416
	22,832

	
	繰越額
	7,327
	117,000
	0
	1,327
	125,654

	３０
	予算額
	237,477
	367,000
	9,000
	31,714
	645,191

	
	うち予算執行機関配当額
	112,567
	241,438
	8,905
	19,352
	382,262

	
	決算額
	0
	0
	0
	5,817
	5,817

	
	繰越額
	124,760
	119,512
	0
	5,250
	249,522

	元
	予算額
	120,295
	108,266
	0
	12,029
	240,590

	
	うち予算執行機関配当額
	110,132
	99,119
	0
	11,013
	220,264

	
	決算額
	36,650
	32,985
	0
	3,665
	73,300

	
	繰越額
	73,482
	66,134
	0
	7,348
	146,964


根拠法令等：漁港漁場整備法、海岸法
漁業の生産基盤である漁港の整備については、年次計画に基づき順次整備を図っているが、近年の漁船の大型化、漁獲物の流通合理化の必要性に対応してその機能をより充実するため、国の漁港漁場整備長期計画に基づき、護岸等の建設、改修を図るための事業を実施した。
なお、工事等に要する事業費を港湾局に配当して実施しており、令和元年度における事業内容は次のとおりである。
（１）水産物供給基盤整備事業、水産業強化対策事業、漁港特別改良事業について
（単位：千円）
	年度
	
	財 源 内 訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	96,051
	89,000
	0
	17,969
	203,020

	
	うち予算執行機関配当額
	96,051
	89,000
	0
	17,201
	202,252

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	繰越額
	0
	0
	0
	0
	0

	３０
	予算額
	127,650
	123,000
	0
	24,245
	274,895

	
	うち予算執行機関配当額
	12,709
	11,438
	0
	14,091
	38,238

	
	決算額
	0
	0
	0
	5,817
	5,817

	
	繰越額
	114,886
	111,512
	0
	3,375
	229,773


	元
	予算額
	173,970
	156,573
	0
	17,397
	347,940

	
	うち予算執行機関配当額
	92,204
	82,984
	0
	9,220
	184,408

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	繰越額
	64,303
	57,873
	0
	6,430
	128,606


根拠法令等：漁港漁場整備法
他部局（港湾局）執行分
（単位：千円）
	事業区分
	漁港名
	事業費
	令和元年度実施額
	工事内容

	機能保全
	佐野 外
	255,190
	25,417
	中央突堤岸壁 保全工事 外

	小計
	255,190
	25,417
	

	漁港特別改良（単独）
	西鳥取 外
	12,821
	12,821
	標識灯LED化 外

	小計
	12,821
	12,821
	

	合計
	268,011
	38,238
	


（２）三連動地震に備える地震津波対策事業について
（単位：千円）
	年度
	
	財 源 内 訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	44,577
	40,000
	0
	4,577
	89,514

	
	うち予算執行機関配当額
	37,250
	34,000
	0
	3,250
	74,500

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	繰越額
	7,327
	6,000
	0
	1,327
	14,654

	３０
	予算額
	28,827
	25,000
	0
	3,827
	57,654

	
	うち予算執行機関配当額
	18,953
	17,000
	0
	1,952
	37,905

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	繰越額
	9,874
	8,000
	0
	1,875
	19,749

	元
	予算額
	55,374
	48,000
	0
	7,375
	110,749

	
	うち予算執行機関配当額
	43,005
	37,000
	0
	6,006
	86,011

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	繰越額
	12,369
	11,000
	0
	1,369
	24,738


　根拠法令等：海岸法
　東日本大震災の厳しい教訓を受けて、「防災」に加え「減災」の観点から府民の命を守ることを最優先に、現状で可能な被害軽減対策を進めるため、排水機場の設備改修工事を実施した。
　なお、工事に要する事業費を港湾局に配当して実施しており、令和元年度における事業内容は次のとおりである。
他部局（港湾局）執行分
（単位：千円）
	事業区分
	漁港名
	事業費
	令和元年度実施額
	内容

	地震津波
対策事業
	田尻
	110,749
	86,011
	田尻川排水機場の設備改修

	合計
	110,749
	86,011
	


※参　考
　令和2年4月1日付けで、高石漁港を高石市へ移管を行った。
　移管施設は、土地、工作物（北防波堤、南護岸、西護岸、－１ｍ物揚場取付護岸、－２ｍ物揚場取付護岸、埋立護岸、護岸、導流提、係船突堤、－１ｍ物揚場、－２ｍ物揚場、－１．５ｍ物揚場、船揚場、泊地、臨港道路、標識灯、照明灯、防潮堤、門扉、津波防災情報システム、遠隔監視装置）です。
府が管理する第1種漁港について、府と市町との適切な役割分担の観点から、漁港漁場整備法の規定に基づき地元市町への移管を行う。移管にあたっては第1種漁港市町移管検討協議会の指針に基づき、特段の必要性が認められるものについては府が整備を行っている。
（単位：円）

	事業区分
	漁港名
	事業費
	令和元年度実施額
	内容

	漁港移管
	高石
	22,469,951
	22,469,951
	浚渫工事他

	合計
	22,469,951
	22,469,951
	


漁港･漁業取締グループ
１　漁港管理事業について
漁港機能を維持し、利用の円滑化を図るため、漁港内の清掃等の維持管理を行った。

なお、佐野漁港の管理事業費の予算・決算額については、漁港整備グループの漁港管理事業費の

予算・決算額の内数である。

（1） 漁港の維持管理について

漁港区域の適正な維持管理及び環境美化を図るため、除草、ゴミ処理、トイレ清掃等に加え、不法投棄物の処理を行った。

清掃委託費等　　　　４，８２５千円

漁港区域内の進入防止用ネットフェンス及び道路陥没の補修を行った。また、破断した道路埋設雨水管及びその他漁港施設の補修工事を行った。

維持補修費等　　　　１，３０７千円
整備工事費等　　　　２，３８７千円
老朽化が著しい事務所の漏水対策工事、屋根及び階段等の補修を行った。また、設備補修及び経費節減のため、照明器具等のＬＥＤ化工事を実施した。
維持補修費等　　　　１，１３０千円

設備系補修等　　　　１，４７５千円

（２）漁港管理事務所の維持管理について  

佐野漁港の維持管理及び漁業取締船運航管理のため、泉佐野市住吉町９－６に漁港管理事務所を設置し、漁港・漁業取締グループ（常勤職員５名、非常勤職員５名）に加え、平成３０年５月から漁港整備グループ等（常勤職員８名）が勤務公署を当事務所に変更し、大阪府下全漁港の維持管理と整備業務を行った。
業務に必要な庁舎の機械警備、庁舎清掃委託、光熱水費等維持管理に加え、公用車や複写機など執務環境の整備を行った。

維持管理費用　３，３４８千円（消耗需用費、委託料、賃借料、役務費等）

（３）漁港施設の利用状況（有償分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件・円）

	
	平成 29 年度
	平成 30 年度
	令和元年度

	
	件数
	収 入 額
	件数
	収 入 額
	件数
	収 入 額

	施設占用許可
	新規
	1
	70 
	4 
	490,130
	5
	607,300

	
	継続
	63
	33,371,290
	70
	31,701,750
	67
	31,871,460

	岸壁使用許可
	90
	2,158,130
	92
	2,397,600
	135
	2,808,740

	泊地利用届
	70
	1,491,580
	69
	1,416,190
	82
	1,555,820

	行政財産使用許可
	 1
	6,212,200
	1  
	6,207,300
	2
	6,503,600

	計
	225
	43,233,270
	236
	42,212,970
	291
	43,346,920


２　漁業取締りについて
（単位：千円）
	年　度
	
	財　　源　　内　　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予　算　額
	0
	0
	0
	30,421
	30,421

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	29,241
	29,241

	３０
	予　算　額
	0
	0
	0
	29,361
	29,361

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	28,797
	28,797

	元
	予　算　額
	0
	0
	0
	72,309
	72,309

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	68,290
	68,290


根拠法令等：漁業法
水産資源保護法
大阪府漁業調整規則
漁業法令違反の防止と漁業秩序の確立を図るため、漁業取締船「はやなみ」を運航し、漁業操業の指導、監督及び取締り等を実施した。
取締状況等
	
	平成２９度
	平成３０年度
	令和元年度

	出港日数
	187回
	199回
	169回

	早朝取締
	42
	42
	39

	夜間取締
	3
	2
	2

	警告・指導
	38
	28
	25

	検挙
	1
	1
	1


３　漁業取締船「はやなみ」等の維持管理について
（１）夏期保守点検、船舶定期検査及び冬期保守点検業務を委託した。

委託料等   ６０，６８９千円

（２）リモコンハンドル及び燃料圧力センサーの取替えを行った。

維持補修費等　　３６２千円

海区漁業調整委員会
（単位：千円）
	年度
	
	財　　源　　内　　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	2,325
	0
	0
	6,386
	8,711

	
	決算額
	2,325
	0
	0
	4,896
	7,221

	３０
	予算額
	2,304
	0
	0
	6,561
	8,865

	
	決算額
	2,304
	0
	0
	4,950
	7,254

	元
	予算額
	2,484
	0
	0
	6,387
	8,871

	
	決算額
	2,484
	0
	0
	3,704
	6,188


　根拠法令等：漁業法
１　設置根拠法令
漁業法第８４条第１項

２　設置目的
大阪府の地先海面における漁業に関する事項を処理する。

３　沿　革
昭和２５年　３月１４日　漁業法（昭和２４年法律第２６７号）の施行による海区漁業調整委員会制度の発足

昭和２５年　５月１３日　農林省告示（昭和２５年告示第１２９号）による海区の指定（大阪湾海区漁業調整
委員会）
昭和２５年　８月１５日　第１回大阪湾海区漁業調整委員会委員選挙を実施
昭和２５年１０月　６日　大阪湾海区漁業調整委員会第１回委員会を開催
昭和２５年１０月１１日　大阪湾海区漁業調整委員会事務所を設置
昭和３７年　７月１４日　農林省告示（昭和３７年告示第８９１号）による海区の指定の一部改正（大阪海区
漁業調整委員会に改称）
平成２８年　８月　３日　第２１期大阪海区漁業調整委員会委員選挙（無投票）
４　委員会の権限
・諮問機関として、漁場計画の策定、漁業権免許、漁業調整規則の制定等に関する知事の諮問

に対して答申する。
・建議機関として、漁場計画の樹立、漁業権の制限・条件付与等について知事に建議する。
・決定機関として、裁定、指示、認定等を行う。主に漁場の使用、水産動植物の採捕等の制限禁止などの指示を関係者に行う。
５　委員の構成等
（２１期委員の任期　平成２８年８月１５日～令和２年８月１４日）
· 任期は、改正漁業法（平成３０年法律第９５号）により、令和３年３月３１日まで延長された。
公職選挙法に基づく選挙による委員　　　６人
知事が選任する学識経験委員　　　　　　３人
知事が選任する公益代表委員　　　　　　１人
知事が選任する専門委員　　　　　　　　１人　　　計　１１人
６　職員の配置

（大阪府職員定数条例　第２条第７項）

書記　３人（書記長１人、課長補佐１人、主査１人）
７　業務実績等
大阪府地先海面で営まれている各種漁業の円滑な操業と漁業秩序を維持するため、適切な調整を図ることに努めた。

（１）会議等の開催実績
委員会　　　４回
委員協議会　　　６回
計１０回
○主な審議、協議内容等
・「第7次大阪府栽培漁業基本計画」の変更について（答申）
・「大阪府の海洋生物資源の保存及び管理に関する計画」の変更について（答申）
・さかなかご漁業の取扱いに係る委員会指示ついて（指示）
・マナガツオ流網漁業の試験操業に係る取扱いについて（協議）
（２）全国海区漁業調整委員会連合会会議への出席
・全国海区漁業調整委員会連合会通常総会
日　時　　令和元年５月２４日 (金)

場　所　　東京都江東区（東京ベイ有明ワシントンホテル）
出席者　　会長、書記長
議　事　　平成３０年度事業報告、収支決算及び剰余金処分案、令和元年度事業計画及び収支予算案、令和元年度全国海区漁業調整委員会連合会要望書案等について
・令和元年度全国海区漁業調整委員会連合会西日本ブロック会議
日　時　　令和元年１０月３１日（木）～１１月１日(金)

場　所　　滋賀県大津市（ホテルピアザびわ湖）
出席者　　会長、書記
議　事　　西日本ブロック会議要望事項、水産政策の改革について
内水面漁場管理委員会
（単位：千円）
	年度
	
	財　　源　　内　　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	410
	0
	0
	3,193
	3,603

	
	決算額
	410
	0
	0
	2,851
	3,261

	３０
	予算額
	410
	0
	0
	3,290
	3,700

	
	決算額
	410
	0
	0
	2,705
	3,115

	元
	予算額
	323
	0
	0
	3,381
	3,704

	
	決算額
	323
	0
	0
	2,381
	2,704


　根拠法令等：漁業法
１　設置根拠法令
漁業法第１３０条第１項

２　設置目的
大阪府の区域内に存する内水面における水産動植物の採捕及び増殖に関する事項を処理する。

３　沿　革
昭和２５年　３月１４日　漁業法（昭和２４年法律第２６７号）の施行による内水面漁場管理委員会制度の発足

昭和２５年１０月１８日　大阪府内水面漁場管理委員会第１回委員会を開催
平成２８年１２月　１日　第２０期大阪府内水面漁場管理委員会委員の任命
４　委員会の権限
・諮問機関として、漁場計画及び増殖計画の策定、漁業権免許、遊漁規則の認可等に関する知事の諮問に対して答申する。

・建議機関として、漁場計画の樹立、漁業権の制限・条件付与等について知事に建議する。
・決定機関として、裁定、指示、認定等を行う。主に漁場の使用、水産動植物の採捕等の制限禁止などの指示を関係者に行う。
５　委員の構成等
（第２０期委員の任期　平成２８年１２月１日～令和２年１１月３０日）

知事が選任する漁業者代表委員　　　　　　３人
知事が選任する遊漁者代表委員　　　　　　２人
知事が選任する学識経験委員　　　　　　　３人　　　　計　８人
６　職員の配置

なし（大阪海区漁業調整委員会事務局職員が事務を兼務）

７　業務実績等
府内河川漁場における増殖計画等について協議するとともに、魚の疾病の拡大を防止するため委員会指示の発動等の措置を講じた。

（１）会議等の開催実績
委員会　　　　３回
委員協議会　　　　７回
計１０回
○ 主な審議、協議内容等
・内水面における遊漁規則の変更認可について（答申）
・コイヘルペスウイルス病のまん延防止のための委員会指示について（指示）
・令和元年度マス類増殖計画について（協議）
・令和２年度アユ漁業権河川の増殖目標について（協議）
（２）全国内水面漁場管理委員会連合会会議への出席

・全国内水面漁場管理委員会連合会役員会、通常総会

日　時　　令和元年５月３１日(金)

場　所　　東京都千代田区(都道府県会館)

出席者　　会長、表彰委員１名、書記長

議　事　　平成３０年度事業報告、収支決算案及び剰余金処分案、平成３１年度事業計画及び収支予算案、平成３１年度提案書案について、表彰
・全国内水面漁場管理委員会連合会中日本ブロック協議会への出席

日　時　　　令和元年１１月１９日(火)～２０日（水）

場　所　　　三重県津市（ホテルグリーンパーク津）

出席者　　　会長、書記長

議　事　　　令和２年度提案項目（案）について
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